
県立高等学校管理運営規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会規則第２号

県立高等学校管理運営規則等の一部を改正する規則

（県立高等学校管理運営規則の一部改正）

第１条 県立高等学校管理運営規則（平成14年宮崎県教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（県立特別支援学校管理運営規則の一部改正）

第２条 県立特別支援学校管理運営規則（平成14年宮崎県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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目 次

教育委員会規教育委員会規則則

改正後改正前

（疾病等による出席停止） （疾病等による出席停止）

第29条 校長は、学校保健法施行規則（昭和33年文部省令第18号） 第29条 校長は、学校保健安全法施行規則（昭和33年文部省令第18

第19条に規定する伝染病にかかり、又はそのおそれのある生徒に 号）第18条に規定する感染症にかかり、又はそのおそれのある生

対して、出席停止を命ずることができる。 徒に対して、出席停止を命ずることができる。

改正後改正前

（通学区域） （通学区域）

第３条 入学すべき幼児、児童・生徒（以下「児童生徒等」という 第３条 入学すべき幼児、児童・生徒（以下「児童生徒等」という

。）の入学する学校の区域は、次表のとおりとする。 。）の入学する学校の区域は、次表のとおりとする。

区 域学 校 名

［略］

宮崎市 都城市 日南市 えびの

市 小林市 串間市 宮崎郡 東

諸県郡 南那珂郡 北諸県郡 西

諸県郡

県立都城さくら聴覚支援

学校

（高等部を除く。）

［略］

（疾病等による出席停止） （疾病等による出席停止）

第29条 校長は、学校保健法施行規則（昭和33年文部省令第18号） 第29条 校長は、学校保健安全法施行規則（昭和33年文部省令第18

第19条に規定する伝染病にかかり、又はそのおそれのある児童生 号）第18条に規定する感染症にかかり、又はそのおそれのある児

区 域学 校 名

［略］

宮崎市 都城市 日南市 えびの

市 小林市 串間市 宮崎郡 東

諸県郡 北諸県郡 西諸県郡

県立都城さくら聴覚支援

学校

（高等部を除く。）

［略］
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徒等に対して、出席停止を命ずることができる。 童生徒等に対して、出席停止を命ずることができる。

（県立中等教育学校管理運営規則の一部改正）

第３条 県立中等教育学校管理運営規則（平成14年宮崎県教育委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（疾病等による出席停止） （疾病等による出席停止）

第29条 校長は、学校保健法施行規則（昭和33年文部省令第18号） 第29条 校長は、学校保健安全法施行規則（昭和33年文部省令第18

第19条に規定する伝染病にかかり、又はそのおそれのある生徒に 号）第18条に規定する感染症にかかり、又はそのおそれのある生

対して、出席停止を命ずることができる。 徒に対して、出席停止を命ずることができる。

（県立中学校管理運営規則の一部改正）

第４条 県立中学校管理運営規則（平成18年宮崎県教育委員会規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（疾病等による出席停止） （疾病等による出席停止）

第28条 校長は、学校保健法施行規則（昭和33年文部省令第18号） 第28条 校長は、学校保健安全法施行規則（昭和33年文部省令第18

第19条に規定する伝染病にかかり、又はそのおそれのある生徒に 号）第18条に規定する感染症にかかり、又はそのおそれのある生

対して、出席停止を命ずることができる。 徒に対して、出席停止を命ずることができる。

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第２条中県立特別支援学校管理運営規則第３条の改正規定は、平成21年３月30日

から施行する。

県教育庁組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会規則第３号

県教育庁組織規則の一部を改正する規則

県教育庁組織規則（昭和50年宮崎県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（学校政策課の分掌事務） （学校政策課の分掌事務）

第４条 学校政策課においては、次の事務をつかさどる。 第４条 学校政策課においては、次の事務をつかさどる。

（１）〜（７） ［略］ （１）〜（７） ［略］

（８） 大学入学資格検定及び中学校卒業程度認定試験に関するこ （８） 高等学校卒業程度認定試験及び中学校卒業程度認定試験に

と。 関すること。

（９）〜（11） ［略］ （９）〜（11） ［略］

（12） 独立行政法人日本スポーツ振興センターに関すること。

（13） ［略］ （12） ［略］

（スポーツ振興課の分掌事務） （スポーツ振興課の分掌事務）

第８条 スポーツ振興課においては、次の事務をつかさどる。 第８条 スポーツ振興課においては、次の事務をつかさどる。

（１）〜（９） ［略］ （１）〜（９） ［略］

（10） 独立行政法人日本スポーツ振興センターに関すること。

（教育事務所の設置、名称、所在地及び所管区域） （教育事務所の設置、名称、所在地及び所管区域）

第11条 県教育庁に、教育事務所を置き、その名称、所在地及び所 第11条 県教育庁に、教育事務所を置き、その名称、所在地及び所

管区域は、次の表のとおりとする。 管区域は、次の表のとおりとする。

所 管 区 域所 在 地名 称

［略］

日南市、串間市及び南

那珂郡

［略］同南那珂教育事務

所

［略］

所 管 区 域所 在 地名 称

［略］

日南市及び串間市［略］同南那珂教育事務

所

［略］

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第４条第８号の改正規定は公布の日から、第11条の改正規定は平成21年３月30日

から施行する。
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宮崎県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会規則第４号

宮崎県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則（昭和49年宮崎県教育委員会規則第17号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

教育職員免許法等施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会規則第５号

教育職員免許法等施行細則の一部を改正する規則

教育職員免許法等施行細則（昭和30年宮崎県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。

教育職員免許の更新等に関する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会規則第６号

教育職員免許の更新等に関する規則

改正後改正前

（返還の債務の免除） （返還の債務の免除）

第８条 条例第８条の規則で定める場合とは、大学入学資格検定規 第８条 条例第８条の規則で定める場合とは、高等学校卒業程度認

程（昭和26年文部省令第13号）により文部科学大臣の行う大学入 定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）により文部科学大臣

学資格検定に合格した場合とする。 の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した場合とする。

改正後改正前

（趣旨） （趣旨）

第１条 宮崎県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）が授 第１条 宮崎県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）が授

与する教育職員の免許状に関しては、他の法令に定めるもののほ 与及び管理する教育職員の免許状に関しては、他の法令に定める

か、この規則の定めるところによる。 もののほか、この規則の定めるところによる。

（免許法施行規則附則第29項の適用を受ける者の場合） （免許法施行規則附則第34項の適用を受ける者の場合）

第15条の２ 免許法施行規則附則第29項の適用を受ける者が保健の 第15条の２ 免許法施行規則附則第34項の適用を受ける者が保健の

教科についての高等学校教諭の１種免許状の授与を受けようとす 教科についての高等学校教諭の１種免許状の授与を受けようとす

る場合に修得することを必要とする最低単位数は、次の表の区分 る場合に修得することを必要とする最低単位数は、次の表の区分

によるものとする。 によるものとする。

イ・ロ ［略］ イ・ロ ［略］

第24条 ［略］ 第24条 ［略］

備考１〜３ ［略］ 備考１〜３ ［略］

２ 特別支援教育に関する科目の修得により免許法第５条の２第３

項の規定による新教育領域の追加の定めを受けようとする場合に

おける特別支援教育に関する科目の単位の修得方法は、追加の定

めを受けようとする新教育領域の種類に応じ、前項の表の備考第

２号ア又はイに定める単位を修得するものとする。

３ 前項の規定により修得するものとされる単位は、新教育領域の

追加の定めを受けようとする者が免許状の授与を受けた際又は過

去に新教育領域の追加の定めを受けた際に修得した単位（新たに

追加の定めを受けようとする新教育領域に関する科目に係るもの

に限る。）をもって、これに替えることができる。
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（趣旨）

第１条 宮崎県教育委員会が管理する教育職員免許状の有効期間の更新等に関しては、他の法令に定めるもののほか、この規則の定めると

ころによる。

（定義）

第２条 この規則において、「教育職員」とは、教育職員免許法（昭和24年法律第 147号。以下「免許法」という。）第２条第１項に規定

するものをいう。

２ この規則において、「免許状更新講習」とは、免許法第９条の３第１項に規定するものをいう。

（免許状更新講習の修了確認義務を課す教育委員会の職員）

第３条 教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（平成20年文部科学省令第９号。以下「改正省令」という。）附則第３条第２号に

規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする。

（１） 教育職員として任命され、又は雇用されたことのある者（以下「教育職員であったことのある者」という。）で、宮崎県教育委員

会及び宮崎県内の市町村教育委員会（以下「県市町村教育委員会」という。）の教育長、教育次長、主任指導主事、指導主事、主任社

会教育主事及び社会教育主事

（２） 前号に定める者のほか、県市町村教育委員会の職員のうち、前号に定める者に準ずる者として宮崎県教育委員会教育長（以下「県

教育長」という。）が別に定める者

（免許状更新講習の修了確認義務を課す教育の職）

第４条 改正省令附則第３条第３号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする。

（１） 宮崎県又は宮崎県内の市町村（以下「県市町村」という。）が設置する学校の教育職員であったことのある者で、県市町村教育委

員会の要請に応じ、引き続いて宮崎県、宮崎県内の市町村又は国立大学法人宮崎大学（以下「県、市町村又は大学」という。）の職員

となるため県市町村を退職し、引き続き当該県、市町村又は大学の職員として在職している者であって、免許状更新講習を受講するこ

とが必要な者として県教育長が別に定める者

（２） 教育職員であったことのある者で、宮崎県内の幼稚園、小学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事

（免許状更新講習を受講することができる教育委員会の職員）

第５条 免許状更新講習規則（平成20年文部科学省令第10号。以下「更新講習規則」という。）第９条第１項第２号に規定する免許管理者

が定める者は、次の各号に掲げる者とする。

（１） 教育職員であったことのある者で、県市町村教育委員会の教育長、教育次長、主任指導主事、指導主事、主任社会教育主事及び社

会教育主事

（２） 前号に定める者のほか、県市町村教育委員会の職員のうち、前号に定める者に準ずる者として県教育長が別に定める者

（免許状更新講習を受講することができる教育の職）

第６条 更新講習規則第９条第１項第３号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする。

（１） 県市町村が設置する学校の教育職員であったことのある者で、県市町村教育委員会の要請に応じ、引き続いて国、県、市町村又は

大学、（以下「国等」という。）の職員となるため県市町村を退職し、引き続き当該国等の職員として在職している者であって、免許

状更新講習を受講できることとすることが適当である者として県教育長が別に定める者

（２） 教育職員であったことのある者で、宮崎県内の幼稚園、小学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事

（教育委員会における免許状更新講習の免除対象者）

第７条 教育職員免許法施行規則（昭和26年文部省令第26号。以下「施行規則」という。）第61条の４第２号及び改正省令附則第10条第１

項第２号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする。

（１） 教育職員であったことのある者で、県市町村教育委員会の教育長、教育次長、主任指導主事、指導主事、主任社会教育主事及び社

会教育主事

（２） 前号に定める者のほか、県市町村教育委員会の職員のうち、前号に定める者に準ずる者として県教育長が別に定める者

（学校法人等における免許状更新講習の免除対象者）

第８条 施行規則第61条の４第４号及び改正省令附則第10条第１項第４号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする

。

（１） 県市町村教育委員会の指導主事、社会教育主事その他学校教育若しくは社会教育に関する専門的事項の指導等に関する事務に従事

したことのある者又は県市町村が設置する学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭又は指導教諭であったことのある者で、県市町村教育

委員会の要請に応じ、引き続いて国等の職員となるため、県市町村を退職し、引き続き当該国等の職員として在職している者であって

、免許状更新講習を受講する必要がない者として県教育長が別に定める者

（２） 教育職員であったことのある者で、宮崎県内の幼稚園、小学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事

（表彰の受賞による免許状更新講習の免除対象者）

第９条 施行規則第61条の４第５号及び改正省令附則第10条第１項第５号に規定する免許管理者が指定する表彰は、免許状の有効期間の満

了の日又は免許状更新講習の修了確認期限までの10年の間に受けたものであって、かつ、県教育長が別に定めるものとする。

（免許状の有効期間の更新に係る申請手続）

第10条 免許法第９条の２第１項の規定に基づき免許状の有効期間の更新を申請する者は、次の書類のうち必要とするものを提出しなけれ

ばならない。



宮 崎 県 公 報 平成 21年 ３ 月 26日（木曜日） 号外 第 15号

害 5害

（１） 教育職員免許状有効期間更新申請書（免許状更新講習の修了によるものの場合は別記様式第１号、免許状更新講習の受講免除によ

るものの場合は別記様式第２号）

（２） 免許状更新講習修了証明書又は30時間以上の免許状更新講習履修証明書

（３） 免許状更新講習の受講免除対象者であることを証する書類

（４） 免許状を所持することを証する書類

（免許状の有効期間の延長に係る申請手続）

第11条 免許法第９条の２第５項の規定に基づき免許状の有効期間の延長を申請する者は、次の書類を提出しなければならない。

（１） 教育職員免許状有効期間延長申請書（別記様式第３号）

（２） 有効期間の延長事由があることを証する書類

（３） 免許状を所持することを証する書類

（免許状更新講習の修了確認に係る申請手続）

第12条 教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部を改正する法律（平成19年法律第98号。以下「改正法」という。）附則第２条第２項

の規定に基づき免許状更新講習の修了確認を申請する者は、次の書類を提出しなければならない。

（１） 教育職員免許状更新講習修了確認申請書（別記様式第４号）

（２） 免許状更新講習修了証明書又は30時間以上の免許状更新講習履修証明書

（３） 免許状を所持することを証する書類

（改正法附則第２条第３項第３号の確認に係る申請手続）

第13条 改正法附則第２条第３項第３号に規定する確認を申請する者は、次の書類を提出しなければならない。

（１） 改正法附則第２条第３項第３号の確認申請書（別記様式第５号）

（２） 免許状更新講習修了証明書又は30時間以上の免許状更新講習履修証明書

（３） 免許状を所持することを証する書類

（免許状更新講習の修了確認期限の延期に係る申請手続）

第14条 改正法附則第２条第４項の規定に基づき免許状更新講習の修了確認期限の延期を申請する者は、次の書類を提出しなければならな

い。

（１） 教育職員免許状更新講習修了確認期限延期申請書（別記様式第６号）

（２） 免許状更新講習の修了確認期限の延期事由があることを証する書類

（３） 免許状を所持することを証する書類

（免許状更新講習の免除認定に係る申請手続）

第15条 改正法附則第２条第５項括弧書の規定に基づき免許状更新講習の免除を申請する者は、次の書類を提出しなければならない。

（１） 教育職員免許状更新講習免除申請書（別記様式第７号）

（２） 免許状更新講習の受講免除対象者であることを証する書類

（３） 免許状を所持することを証する書類

（免許状の更新等に関する証明に係る申請手続）

第16条 免許状の更新等に関する証明書の交付を申請をする者は、教育職員免許状更新等証明書交付申請書（別記様式第８号）を提出しな

ければならない。

（雑則）

第17条 この規則に定めるもののほか、必要な事項については、県教育長が別に定める。

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。
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宮崎県教科用図書採択地区の一部を改正する告示をここに公表する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会告示第２号

宮崎県教科用図書採択地区の一部を改正する告示

宮崎県教科用図書採択地区（昭和39年宮崎県教育委員会告示第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この告示は、平成21年３月30日から施行する。

教育委員会告教育委員会告示示

改正後改正前

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年

法律第 182号）第12条第３項の規定に基づき、教科用図書採択地区

を次のとおり設定する。

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年

法律第 182号）第12条第３項の規定に基づき、教科用図書採択地区

を次のとおり設定する。

地域の区分採択地区名

［略］

日南市、串間市、南那珂郡南那珂採択地区

［略］

地域の区分採択地区名

［略］

日南市、串間市南那珂採択地区

［略］

宮崎県教育委員会告示第３号

宮崎県文化財保護条例（昭和31年宮崎県条例第15号）第４条第１

項の規定により、次の物件を、宮崎県指定有形文化財に指定する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会告示第４号

宮崎県文化財保護条例（昭和31年宮崎県条例第15号）第31条第１

項の規定により、次の物件を、宮崎県指定天然記念物に指定する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春所有者所 在 地名 称種 別

向山神

社

西臼杵郡高千穂町大字

三田井1515（高千穂町

向山神社の鉄造

狛犬（一対）

県指定有形

文化財

所有者所 在 地名 称種 別

福瀬神

社

日向市東郷町山陰乙20

13番地１

福瀬神社のハナ

ガガシ林

県指定天然

記念物

歴史民俗資料館）

県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目の標準単位数の一部を改正する告示をここに公表する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会委員長 大 重 都志春

宮崎県教育委員会告示第５号

県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目の標準単位数の一部を改正する告示

県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目の標準単位数（平成12年宮崎県教育委員会告示第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

高等学校学習指導要領（平成11年文部省告示第58号）第１章第２ 高等学校学習指導要領（平成11年文部省告示第58号）第１章第２

款の３の規定による県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目 款の３の規定による県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目

の標準単位数を次のように定め、平成15年４月１日から施行する。 の標準単位数を次のように定め、平成15年４月１日から施行する。

なお、県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目の標準単位 なお、県立高等学校の専門教育に関する各教科・科目の標準単位

数（平成４年宮崎県教育委員会告示第２号）は、平成15年３月31日 数（平成４年宮崎県教育委員会告示第２号）は、平成15年３月31日

限り、廃止する。 限り、廃止する。

次の表の左欄に掲げる教科に属する同表の中欄に掲げる科目の標 次の表の左欄に掲げる教科に属する同表の中欄に掲げる科目の標

準単位数は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 準単位数は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。

標準単位数科 目教 科

［略］

標準単位数科 目教 科

［略］
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附 則

この告示は、平成21年４月１日から施行する。

宮崎県教職員住宅管理規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会教育長 渡 辺 義 人

宮崎県教育委員会教育長訓令第１号

本 庁

各出先機関

各教育機関

宮崎県教職員住宅管理規程の一部を改正する訓令

宮崎県教職員住宅管理規程（平成10年宮崎県教育委員会教育長訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

［略］福祉

［略］福祉情報処理

２〜６介護福祉基礎

２〜４コミュニケーション技術

２〜12生活支援技術

２〜６介護過程

２〜６介護総合演習

２〜16介護実習

２〜12こころとからだの理解

２〜４福祉情報活用

［略］

［略］福祉

［略］福祉情報処理

［略］

教育長訓教育長訓令令

改正後改正前

別表（第３条関係）別表（第３条関係）

管 理 者所 在 地名 称

［略］

県立宮崎赤江養護学

校長

県立本庄高等学校長

［略］

東諸県郡国富町大字

本庄

本郷南方教職員

住宅

本庄教職員住宅

［略］

［略］

県立日南振徳商業高

等学校長

［略］

日南市飫肥３丁目

西弁分教職員住

宅

飫肥教職員住宅

［略］

［略］南那珂郡南郷町大字

中村

中村教職員住宅

［略］

［略］

県立都城西高等学校

長

［略］

都城市都原町

有明教職員住宅

都原教職員住宅

［略］

［略］

県立小林高等学校長

［略］

小林市大字真方

八幡原教職員住

宅

愛宕教職員住宅

［略］

県立延岡養護学校長［略］古川教職員住宅

管 理 者所 在 地名 称

［略］

県立赤江まつばら支

援学校長

［略］本郷南方教職員

住宅

［略］

［略］［略］西弁分教職員住

宅

［略］

［略］日南市南郷町中村中村教職員住宅

［略］

［略］［略］有明教職員住宅

［略］

［略］［略］八幡原教職員住

宅

［略］

県立延岡わかあゆ支

援学校長

［略］古川教職員住宅
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［略］

県立延岡ろう学校長

県立日向高等学校長

県立富島高等学校長

［略］

日向市大字財光寺

日向市大字富高

土々呂教職員住

宅

沖ノ下教職員住

宅

川添教職員住宅

［略］

［略］［略］一本木教職員住

宅

［略］

［略］

県立延岡ととろ聴覚

支援学校長

［略］土々呂教職員住

宅

［略］

［略］

県立高千穂高等学校

長

［略］

西臼杵郡高千穂町大

字三田井

一本木教職員住

宅

田口野教職員住

宅

［略］

附 則

この訓令は、平成21年３月30日から施行する。

宮崎県教育委員会事務決裁等規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

平成21年３月26日

宮崎県教育委員会教育長 渡 辺 義 人

宮崎県教育委員会教育長訓令第２号

本 庁

各出先機関

各教育機関

宮崎県教育委員会事務決裁等規程の一部を改正する訓令

宮崎県教育委員会事務決裁等規程（平成７年宮崎県教育委員会教育長訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（定義） （定義）

第２条 この訓令において、次の表の左欄に掲げる用語の意義は、 第２条 この訓令において、次の表の左欄に掲げる用語の意義は、

それぞれ同表の右欄に定めるところによる。 それぞれ同表の右欄に定めるところによる。

（出先機関等における専決） （出先機関等における専決）

第15条 ［略］ 第15条 ［略］

２ 県立学校長は、本庁の教職員課長と協議して、第５条の規定に ２ 県立学校長は、本庁の教職員課長と協議して、第５条の規定に

より専決すべき事項（教頭及び事務長が専決すべき事項を含む。 より専決すべき事項（副校長、教頭及び事務長が専決すべき事項

）又は第11条の規定により委任を受けた事務をその所属職員に専 を含む。）又は第11条の規定により委任を受けた事務をその所属

決させることができる。 職員に専決させることができる。

（代決） （代決）

第16条 ［略］ 第16条 ［略］

２ 教育機関及び県立学校において、決裁権者が不在のときは、次 ２ 教育機関及び県立学校において、決裁権者が不在のときは、次

の表の左欄に掲げる決裁権者の区分に応じ、同表の右欄に掲げる の表の左欄に掲げる決裁権者の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

者が代決することができる。 者が代決することができる。

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

本庁共通専決事項 本庁共通専決事項

意 義用 語

［略］

県立学校に所属する校長、教頭、教諭、助教諭、

養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、講師（非常勤

講師を含む。）、実習助手及び寄宿舎指導員をい

う。

教育職員

意 義用 語

［略］

県立学校に所属する校長、副校長、教頭、主幹教

諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助

教諭、栄養教諭、講師（非常勤講師を含む。）、

実習助手及び寄宿舎指導員をいう。

教育職員

代 決 者決 裁 権 者

［略］

教頭又は事務長（担当する事

務に限る。）

県立学校長

代 決 者決 裁 権 者

［略］

副校長、教頭又は事務長（担

当する事務に限る。）

県立学校長

専 決 区 分事 項事 務 専 決 区 分事 項事 務



宮 崎 県 公 報 平成 21年 ３ 月 26日（木曜日） 号外 第 15号

害 17害

担

当

リ

ー

ダ

ー

課

（

室

）

長

補

佐

課

（

室

）

長

教

育

次

長

教

育

長

［略］（１） 県教育委員会の権限

に属する事務の一部委任

等に関する規則（昭和41

年宮崎県教育委員会規則

第１号）第２条及び第３

条の規定により、教育委

員会に付議しなければな

らない次に掲げる事項の

原案作成に関すること。

ア〜キ［略］

ク 次に掲げる職員の任

免に関すること。

（ア）・（イ） ［略］

（ウ） 県立学校の校長

、教頭及び事務長

（エ） 市町村立学校の

校長及び教頭

ケ〜ノ［略］

１ 教育

委員会

の付議

事項案

に関す

る事務

［略］

（１） ［略］４ 職員

の服務

等に関

する事

務

○（２） 出先機関及び教育機

関の長の県外出張に関す

ること。

（３） ［略］

○（４） 課（室）の所属職員

の在勤地外通勤の承認に

関すること。

（５）〜（７） ［略］

［略］（８）（１）から（７）までに

掲げるもののほか、本庁

の職員の休暇の承認その

他服務に関すること（教

育委員会権限事項を除く

。）

ア〜ウ［略］

（９） ［略］

［略］

担

当

リ

ー

ダ

ー

課

（

室

）

長

補

佐

課

（

室

）

長

教

育

次

長

教

育

長

［略］（１） 県教育委員会の権限

に属する事務の一部委任

等に関する規則（昭和41

年宮崎県教育委員会規則

第１号）第２条及び第３

条の規定により、教育委

員会に付議しなければな

らない次に掲げる事項の

原案作成に関すること。

ア〜キ［略］

ク 次に掲げる職員の任

免に関すること。

（ア）・（イ） ［略］

（ウ） 県立学校の校長

、副校長、教頭及び

事務長

（エ） 市町村立学校の

校長、副校長及び教

頭

ケ〜ノ［略］

１ 教育

委員会

の付議

事項案

に関す

る事務

［略］

（１） ［略］４ 職員

の服務

等に関

する事

務 （２） ［略］

（３）〜（５） ［略］

［略］（６）（１）から（５）までに

掲げるもののほか、本庁

の職員の休暇の承認その

他服務に関すること（教

育委員会権限事項を除く

。）

ア〜ウ［略］

（７） ［略］

［略］

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

本庁各課（室）特定専決事項 本庁各課（室）特定専決事項

専 決 区 分事 項課（室）

課

（

室

）

長

課

（

室

）

長

教

育

次

長

教

育

長

専 決 区 分事 項課（室）

課

（

室

）

長

課

（

室

）

長

教

育

次

長

教

育

長
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補

佐

［略］１ 総務

課 （10） ［略］

○（11） 教育長、次長等、課

（室）長、出先機関の長

及び教育機関の長の在勤

地外通勤の承認に関する

こと。

（12）〜（15） ［略］

［略］

［略］４ 教職

員課 ［略］（４） 県立学校の職員の出

張の承認に関すること。

ア 校長、教頭及び事務

長の海外出張に係るも

の

イ ［略］

○

（５） 県立学校長の在勤地

外通勤の承認に関する

こと。

（６）〜（18） ［略］

［略］

補

佐

［略］１ 総務

課 （10） ［略］

（11）〜（14） ［略］

［略］

［略］４ 教職

員課 ［略］（４） 県立学校の職員の出

張の承認に関すること。

ア 校長、副校長、教頭

及び事務長の海外出張

に係るもの

イ ［略］

（５）〜（17） ［略］

［略］

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係）

出先機関等専決事項 出先機関等専決事項

事 項事 務区 分

（１） ［略］

（２） 出先機関又は教育機関の長の県

内出張に関すること。

（３） 所属職員の出張に関すること。

（４） ［略］

（５） 所属職員の在勤地外通勤の承認

に関すること。

（６） ［略］

（７）（１）から（６）までに掲げるもの

のほか、職員の休暇の承認その他服

務に関すること。

（８）・（９） ［略］

［略］出先機関

の長及び

教育機関

の長共通

専決事項

［略］

［略］

（１）〜（３） ［略］

（４） 職員の宿日直勤務命令に関する

こと。

（５） 所属職員の７日以上の休暇の承

認に関すること。

（６） 所属職員の在勤地外通勤の承認

に関すること。

（７）〜（10） ［略］

（11）（１）から（10）までに掲げるもの

のほか、職員の休暇の承認その他服

務に関すること。ただし、県立学校

教頭専決事項及び県立学校事務長専

決事項に係るものを除く。

［略］県立学校

長共通専

決事項

事 項事 務区 分

（１） ［略］

（２） 職員の出張に関すること。

（３） ［略］

（４） ［略］

（５）（１）から（４）までに掲げるもの

のほか、職員の休暇の承認その他服

務に関すること。

（６）・（７） ［略］

［略］出先機関

の長及び

教育機関

の長共通

専決事項

［略］

［略］

（１）〜（３） ［略］

（４） 職員の宿日直勤務命令に関する

こと。

（５）〜（８） ［略］

（９）（１）から（８）までに掲げるもの

のほか、職員の休暇の承認その他服

務に関すること。ただし、県立学校

副校長専決事項、県立学校教頭専決

事項及び県立学校事務長専決事項に

係るものを除く。

［略］県立学校

長共通専

決事項
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（12）〜（16）［略］

［略］

３ ［略］

（１） 教育職員（校長及び教頭を除く

。以下同じ。）の６日以内の県内出

張に関すること。

（２）・（３） ［略］

［略］県立学校

教頭共通

専決事項

［略］

（10）〜（14）［略］

［略］

３ ［略］

（１） 職員（校長、副校長、教頭及び

事務長を除く。以下この項において

同じ。）の出張に関すること。ただ

し、職員の海外出張を除く。

（２） 職員の７日以上の休暇の承認に

関すること。

１ 職員

の服務

等に関

する事

務

県立学校

副校長共

通専決事

項（副校

長を置く

県立学校

に限る。

）

（１） 教育職員（校長、副校長及び教

頭を除く。以下同じ。）の６日以内

の県内出張に関すること。

（２）・（３） ［略］

［略］県立学校

教頭共通

専決事項

［略］

附 則

この訓令は、平成21年４月１日から施行する。
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